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今週のキーワード 

アイデア休暇 

制度 

 独自の企業文化を育てる試みとして、「遊び心」で社員全員が参加でき、一体感を醸成する目

的で始めた制度。内容は、面白い口実を見つけて申請すると休みが１日もらえる。口実とはいっ

ても奇抜な面白さが条件。つまりは創造力や自主的な発想力が試され、結果として結婚式という

仕事を自らも楽しもうという相乗効果も狙う。第１号の口実は「Ｆ１レースにドライバーとして

参戦、優勝する」という25歳の女性社員。Ｎ社は５月、iPadを全８店舗で販促に使うと発表した。

「早期離職」で悩む企業 34％ 
中小は離職防止にアイデア絞る 

 

 多くの人は毎年「どの企業が新入社員を何人

採用したか」に注目する。一方で、どこの企業

も「早期離職」（３年以内）には有効な手立て

がなく、入・離職率のバランスシートには神経

を使っている。各種統計などによると、早期離

職で悩む企業は全体の 34.0％にのぼる。 

 産業全体の離職率を見ると、08 年は景気後退

で悪化し約 16％。これを業種別に見ると飲食・

宿泊、医療・福祉、建設で 17～26％と目立つ。

中でもベンチャー企業など業種が特定しにくい

「その他サービス業」は 21.8％と突出している。

規模別では社員 1,000 人以上で 16.8％、30～99

人で 17.6％と小企業ほど定着率が悪いことがわ

かる。09～10 年はさらに悪化しただろう。 

 もっともベンチャー企業には女性社員の比率

が高い業種が多く、育児と仕事の両立できる体

制作りが今、急務となっている。結婚式場・ホ

テル運営のＮ社（東京都）は社員数 700 人中、

女性が６割、離職率は 21％だが目標は 10％台に

下げること。 

 そこで目下取り組んでいるのはモラールアッ

プ策。再雇用制、フレックスタイム、社内ＦＡ

と一通りあるが、ユニークなのはアイデア休暇

制度。これは業務に関係なく面白いアイデアな

ら１日の特別休暇が取れるというもの。これに

は社内が盛り上がった。Ｎ社は「遊び心」で社

員のコミュニケーションを盛り上げ、自主性や

創造力を磨いてもらおうという目標に向かう一

体感を作りだし、目下、出足は上々という。 

2009年分所得税の納税額は14％減 
２兆2,725億円でピークの３分の１
 

 国税庁がこのほど発表した2009年分所得税等

の確定申告状況によると、所得税の確定申告書

を提出した人は、過去最高だった前年を0.1％下

回る2,367万４千人となり、1998年分以来11年ぶ

りに減少した。 

 所得税の申告納税額は、前年を14.2％下回る

２兆2,725億円と、５年ぶりに減少した前年に引

き続き減少した。景気低迷に伴う地価や株価の

下落で譲渡所得が落ち込み、納税人員が減少し

たことが要因とみられる。 

 確定申告書提出者のうち申告納税額がある人

は、前年比4.6％減の717万６千人、その所得金

額も10.6％減の35兆3,865億円となり、それぞれ

４年連続、３年連続で減少した。14.2％減で２

兆2,725億円となった申告納税額は、ピークの

1990年分（６兆6,023億円）の約３分の１にあた

る。なお、還付申告者数は、前年を1.2％上回る

1,299万３千人となり、５年連続で過去最高を更

新、申告者全体の約55％を占めた。 

 所得税申告者のうち、株式等譲渡所得の申告

者は7.7％増の96万４千人、うち所得金額がある

人が32.7％増の24万３千人、所得金額は11.5％

減の１兆1,527億円だった。 

 これらの株式等譲渡所得の申告者を除く土地

等の譲渡申告者は14.1％減の39万５千人、うち

所得金額がある人は18.0％減の20万５千人、所

得金額は33.8％減の２兆1,312億円と、株式等譲

渡所得とともに大幅に減少しており、申告納税

額減少の要因の一つとなった。 

税務会計人 事 


